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事前にご提出いただいた 

「中野市個別施設計画(案)に対する質問について」 

 

質問等 

・第３次中野市行政改革大綱実行計画で、廃校５小学校のうち、３校が市の保 

有でない施設の方針決定をされ、２校が市有資産として、３校が市の保有で

ない施設としてどのような観点で方針決定されたのか。市の考え方をお聞き

したいと思います。 

回答 

・小学校利活用については、市長選挙における公約により検討し方針を決定い 

たしました。 

・これまでのサウンディング型市場調査、市民への意見募集、庁内における検

討経過及び公共施設最適化の取り組みを改めて確認する中で、閉校となった

全施設を市が保有し続けることは、財政的に困難であり「公共活用」とする

施設は限定することが望ましいと認識し、一方で旧小学校は指定避難所とな

っているため、令和元年度東日本台風災害における避難所としての利用状況

に鑑みると、近隣に代替施設が存在しているかなど条件を考慮する必要があ

ります。以上の観点から総合的に判断し、利活用方針を決定しております。 

 

質問等 

・第１期から第４期と 10年ピッチでの長期計画のうち当面令和７年度までをタ 

ーゲットとして計画されています。しかし、少子高齢化が急速に進む現状を

考えると、改革のスピードアップを図ることが不可欠に思います。そのため

には、何がネックと考えられているか明示いただきたく思います。 

回答 

・個別施設計画については、令和３年から令和７年までの間としておりますが 

これ以上のスピードアップによる公共施設の縮減は市民への負担が大き過ぎ

ることから、平成 29 年度に策定した公共施設最適化計画と合わせた計画期間

としています。施設の解体に係る経費がネックとなっています。 

 

質問等 
・延床面積を縮減してすべての譲渡・貸付・返還とはいかない、その空いた土 

地活用、どのように管理していくのでしょうか。 

回答 

・施設が残る場合には、民間活用や公共施設の集約化などを検討し、利用が見 

込めない場合は解体して参ります。解体した土地については、売却を基本に

検討して参ります。 
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